
令和４年12月12日
東京都自立支援協議会セミナー

厚生労働省 社会・援護局 障害保健福祉部 障害福祉課 地域生活支援推進室
障害福祉専門官（精神障害福祉担当）地域移行支援専門官（併任） 金川 洋輔



Ⅰ 施設入所支援の現状について

Ⅱ 精神科病院の現状について

Ⅲ 東京都の取り組みについて（ＨＰ等より）

Ⅳ 地域移行支援について

Ⅴ 地域での暮らしを支える社会資源について

Ⅵ 様々な方々の暮らしの例

本日の資料について

アパート等での一人暮らしや
グループホームでの暮らし等地域移行支援

入所施設・病院 地域での暮らし
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６５歳以上の者 

（１６％） 

 

（在宅・施設別）
障害者総数 ９６４．７万人（人口の約７．６％）

うち在宅 ９１４．０万人（９４．７％）

うち施設入所 ５０．７万人（ ５．３％）

           身体障害者（児）             知的障害者（児）         精神障害者 

          ４３６．０万人               １０９．４万人            ４１９．３万人 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅身体障害者（児） 
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在宅知的障害者

（児） 

９６．２万人 

（８７．９％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅精神障害者 

３８９．１万人（９２．８％） 

 

 

施設入所知的障

害者（児） 

１３．２万人 

（１２．１％） 

入院精神障害者 

３０．２万人（７．２％） 施設入所身体障害者（児） ７．３万人（１．７％） 

 

（年齢別）

６５歳未満 ４８％

６５歳以上 ５２％

○障害者の総数は９６４．７万人であり、人口の約７．６％に相当。
○そのうち身体障害者は４３６．０万人、知的障害者は１０９．４万人、精神障害者は４１９．３万人。
○障害者数全体は増加傾向にあり、また、在宅・通所の障害者は増加傾向となっている。

障害者の数

出典 在宅身体障害者（児） 及び在宅知的障害者（児）：厚生労働省「生活のしづらさなどに関する調査」（平成28年）、施設入所身体障害者（児）及び施設入所知的障害者（児）：厚生労働省「社会福祉施設等調査」 （平成30年）等

在宅精神障害者及び入院精神障害者：厚生労働省「患者調査」（平成29年）

※在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は、障害者手帳所持者数の推計。障害者手帳非所持で、自立支援給付等（精神通院医療を除く。）を受けている者は19.4万人と推計されるが、障害種別が不明のため、上記には含まれていない。

※在宅身体障害者（児）及び在宅知的障害者（児）は鳥取県倉吉市を除いた数値である。

※施設入所身体障害者（児） 及び施設入所知的障害者（児）には高齢者施設に入所している者は含まれていない。

※年齢別の身体障害者（児）及び知的障害者（児）数は在宅者数（年齢不詳を除く）での算出。

※複数の障害種別に該当する者の重複があることから、障害者の総数は粗い推計である。
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＜本人の望む暮らしの実現＞

在宅

入院・入所

一人暮らし、パートナーとの暮らし、
仲間との暮らし、実家での暮らし等

障害者の地域生活支援施策の充実（検討の方向性）

～ライフステージやニーズに応じて
「必要な時に安心して利用できる」～

グループホーム

障害者が希望する地域生活の実現及び継続を支援するため、障害者の地域生活支援施策
を充実・強化。

入院・

入所か
らの地
域移行
の推進

親元か
らの自
立

地域生活支援拠点等の整備・機能強化
（障害児者の地域生活の安心の確保・地域移行しやすい地域生活支援体制の構築）

相談支援の充実・強化（基幹相談支援センターの整備促進等）

各種障害福祉サービス等（居宅介護、就労支援、地域活動支援センター、訪問看護等）

①重度障害者の受入体制を強化
②希望する場合は、安心して住み続けられる
制度を堅持
③一人暮らし等を希望する場合は、希望実現
に向けた支援を充実

一人暮らし、パートナー

実家

自立生活援助・地域定着支援の充実
（対象者の状況に応じた継続的な支援）

意思決定支援
体験利用
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医療

相談支援

障害福祉・介護

（通所系障害福祉サービス等）
・就労系事業所
・自立訓練（機能・生活）
・地域活動支援センター 等通所

伴走

訪問

・基幹相談支援センター
・委託相談支援事業所
・指定特定相談支援事業所
・指定一般相談支援事業所
・自立生活援助事業所

・市役所

地域生活支援拠点等

住まいの場
・単身アパート生活
・グループホーム
・実家 等

日常の医療：
・医療機関

ピアサポート活動

通院

安心して暮らし続けることができる継続的な見守りや相談支援の充実

【地域移行の推進】
・グループホームや一人暮らし
に向けた体験宿泊の機会・確保

日常の医療：
・訪問看護

訪問

【緊急時支援の受入】
・短期入所事業所等
（地域生活支援拠点等）

（訪問系障害福祉サービス等）
・居宅介護等 等

社会参加（就労）、
地域の助け合い、教育

友達・趣味等

緊急時

保健・医療・福祉関係者による協議の場

バックアップ

体験宿泊等
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